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今日のお話

第5章 社会保障制度の体系・第3節 年金制度の概要

2. 年金加入と負担
【１】年金保険への加入

【２】年金保険料

【３】費用

3.年金の給付
【１】老齢年金

【２】遺族年金

【３】障害年金
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日本の年金制度について、年金加入・年金保険料・費用負担の仕組み
を知るとともに、老齢年金、遺族年金、障害年金の給付の仕方を学ぶ。

★公的年金制度はどのような仕組
みなの？(前回の復習）

3

★厚生労働
省のHP
https://www.
mhlw.go.jp/s
eisakunitsuit
e/bunya/nen
kin/nenkin/z
aisei01/dl/z
u05.pdf

図５-12 年金制度の体系
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図5-12  年金制度の体系

第１号被保険者 第２号被保険者 第３号被保険者

被用者：自営業者、農業者、　　　

２０歳以上の学生、無業者（＝20歳
以上60歳未満で２・３号以外の全国
民）、その他一部の被用者のパート

労働者

被用者：公務員と民間企業に勤

める者（＝更生年金適用事業所

に常時使用される70歳未満の者

第２号被保険者の被扶養配偶

者：20歳以上60歳未満の専業
主婦（夫）（＝原則として年

収130万円未満の者）

国民年金（受給時は、「基礎年金」）

厚生年金

第3節 年金制度の概要
2. 年金加入と負担

【１】年金保険への加入

❶加入要件（国民年金第１号・第２号・第３号被保険者)
日本国内に居住するすべての成人は国民年金に加入し、被用
者はさらに厚生年金に加入する

①厚生年金（国民年金第２号被保険者）

 加入義務：厚生年金適用事業所で働いている70歳未満の者
に加入義務。加入＝国民年金第２号被保険者。

 厚生年金適用事業所：すべての法人事業所＋常時5人以上
の労働者を使用する一定の業種の事業所

 2015年以降、すべての被用者年金＊は厚生年金に一元化。

＊３公社５現業、国家公務員、地方公務員、私学教職員、農協
職員などの共済年金など

第3節 年金制度の概要
2. 年金加入と負担

【１】年金保険への加入

②第３号被保険者（第２号被保険者の被扶養者）

厚生年金加入者の配偶者で扶養されいる者（年収130万円
未満）。自ら保険料を支払う必要なし、配偶者の加入期間
に応じ基礎年金の給付を受けられる。

＊1986（S61）第３号被保険者制度の創設。専業主婦は年
金加入義務がないため保険料の支払いは不要であったが老
後の年金受給権もなかった⇒女性の年金受給権の確立。

＊共稼ぎの一般化により専業主婦優遇との批判

＊年収130万円の壁（それ以上、稼ぐと扶養者から外れ、
年金支払い義務が発生する）

＊離婚時は配偶者の厚生年金を分割請求できる。
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第3節 年金制度の概要
2. 年金加入と負担

【１】年金保険への加入

③国民年金第１号被保険者：第２号と第３号を除くすべて
の20歳から60歳未満までの者

★従来は被用者以外の自営業者。農業者などを中心とした
制度だったが、現在は、自営業者・家族従事者24％、パー
ト労働者40％、無職24％（2017年国民年金被保険者実態
調査）。

★要するに厚生年金制度に加入できない人のための年金制
度となっている。

第3節 年金制度の概要
2. 年金加入と負担

【１】年金保険への加入

❷パート労働者と外国人への適用

①パート労働者の厚生年金加入

・パート労働者（短時間労働者）：所定労働時間及び労働日
数が通常の4分の3に満たない場合は厚生年金に加入できない
（かつ年収130万円未満であれば第1号被保険者として加入せ
ず、第3号被保険者となる）。
＊2012（H24)年と2016（H28)年の改正法で厚生年金適用の拡大を図られ
たが要件が限定されている。週20時間以上、年収106万円以上、501人以
上の企業（500人以下で労使の合意がある場合

＊2020（R2)年の改正法 従業員101人以上の企業（2022（R４)年10月か
ら実施）、従業員５１人以上の企業（2024（R6)年10月から実施）

⇒図５-13 短時間労働者の年金制度への加入

図５-13 短時間労働者の年金制度へ
の加入
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130万円

第１号
（国民年金）

第３号
（国民年金）

第２号
（更生年金）

3/4
(30時間）

労働時間

収入
改正方で拡大された部分
①週２０時花冠以上
②年収１０６万円以上
③501人以上の企業（または500人以下
で労使の合意がある場合）

第3節 年金制度の概要
2. 年金加入と負担

【１】年金保険への加入

②外国人適用

 被用者であれば厚生年金、居住者であれば国民年金。加入
義務があり、日本国民との取り扱いに違いはない。ただし、
短期滞在外国人の場合、加入期間に応じ、脱退一時金が支払
われる。また日本と社会保障協定が締結されている国の年金
制度に加入している場合は日本の年金制度への加入は免除さ
れる。

③日本年金機構

 年金の適用・保険料徴収、記録管理と裁定・給付の事務を
行っている。市町村は住民記錄の利用が不可欠な第1号被保
険者の届け出や免除申請の受付のみを行っている。

第3節 年金制度の概要
2. 年金加入と負担
【２】年金保険保険料

❶保険料負担額

【国民年金第１号被保険者】収入に関わらず毎月定額保険
料（2020年度1万6540円）を自分で納付する。

【国民年金第２号（厚生年金）被保険者】給付や賞与を基
に定められた標準報酬月額に応じた厚生年金保険料18.3％
（国民年金分を含む）を事業主と折半して支払う。賞与は
150万円までを標準賞与額として保険料の算定対象。保険
料納付義務は事業主、本人負担分を源泉徴収して納付。

【国民年金第３号被保険者（第２号（厚生年金）被保険者
の配偶者）】保険料を納付する必要なく、配偶者の事業主
を通じて届出を行えば足りる。第３号被保険者の年金給付
に要する費用は第２号（厚生年金）被保険者全体で負担。

第3節 年金制度の概要
2. 年金加入と負担
【２】年金保険保険料

❷保険料の免除と納付率

①申請免除と法的免除

【保険料免除制度】失業して所得がない／世帯所得が一定
以下、市町村に申請、全部または一部（４分の３、２分の
１，４分の１）が免除（申請免除）。＊免除期間に応じ給
付は減額されるが10年以内であれば保険料を追納できる。
＊生活保護の生活扶助の受給者や障害基礎年金の受給権者
は法定免除の対象（*申請免除期間に応じ給付は減額）

＊国民年金は所得にかかわらず加入し定額の負担を負わな
ければならない＝日本特有の「皆年金制度」⇒所得のない
者に対する免除制度（免除期間に対応し給付減額）（最低
給付＝国庫負担分のみ給付）
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第3節 年金制度の概要
2. 年金加入と負担
【２】年金保険保険料

➁納付猶予制度

 20歳以上の学生（大学生、大学院生、短大生）にも加入
義務がある。本人所得が一定以下の場合、在学中の保険料
納付を最大10年猶予され後で追納可（学生納付特例）。猶
予期間は受給算定期間に算定される（追納した場合のみ。
期間中の事故に対し障害者年金などの給付対象となる）。
50歳未満の第1号被保険者にも同様の納付猶予制度がある。

➂育児期間中の保険料免除

 出産・育児を支援するため、育児休業・産休期間中の厚
生年金保険料は免除される。その期間は納付期間と見な
し、将来の年金給付額に反映される。国民年金加入者も産
前産後期間（4ヶ月間）、申請により保険料免除、納付期間
に算定する。

第3節 年金制度の概要
2. 年金加入と負担
【２】年金保険保険料

❸国民年金保険料の納付率と未納期間

【国民年金第１号の保険料の納付率】2018年度で68％。＊
2017年度国民年金被保険者実態調査：世帯総所得金額が
1000万円以上であっても55.8％が「保険料が高く、経済的
に支払うのが困難である」と回答。＊第１号被保険者の50％
が生命保険・個人年金に加入。2年以上未納者（未加給者を
含む）は166万人・加入者全体の２％（2017年度末）。

＊未納者には年金は給付されないので年金財政上の問題は生
じないが、将来無年金で困窮する者が増加する懸念や正常に
納付している人の不安に繋がる、

＊納付督励・強制徴収（督励に応じない＝預貯金などの資産
の差し押さえ）。＊1万6540円☓12＝198480円。4人世帯で
年間約80万円。年収1,000万円ならで、1割弱だが？

第3節 年金制度の概要
2. 年金加入と負担
【３】費用

①基礎年金拠出金：厚生年金（国民年金第２号）被保険者か
らの保険料＋国民年金保険第１号被保険者からの保険料を、
加入者数で頭割りして基礎年金の財源を拠出（残り２分の１
は国庫負担）。厚生年金（国民年金第２号）被保険者からの
保険料＞国民年金保険第１号被保険者の保険料なので、制度
間の財政調整となる。

②基礎年金の国庫負担：２分の１は国庫負担（税財源）。
かっては３分の１⇒1990年代から議論⇒２004年度から引き
上げ⇒2012（H24）年度の「税と社会保障一体改革」で消費
税率の引き上げによる財源確保、国庫負担2分の１の恒久
化。＊保険料負担の引き上げ抑制、免除者にも国庫負担分の
給付が行われる、公的年金の民間金融商品に対する優位性を
引き出す。
＊なーるほどね。自分で運用した方が得なら公的年金の意味はないか？

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【１】老齢年金

❶老齢年金の受給要件

①受給資格期間：保険料納付済み期間＋免除期間の合計が10年
以上ある者＊2017（H29 )年8月にそれまでの25年から10年に
短縮された。日本人が海外②在住していたが任意加入しなかっ
た期間も、合算対象期間（カラ期間）として受給資格期間に算
入される。＊25年から10年に短縮したことにより、このような
便法が使われている。給付金の計算には関係なし。

②支給開始年齢：老齢基礎年金は65歳から支給。老齢厚生年金
も原則65歳から支給されるが、厚生年金（報酬比例部分）につ
いては2000（H12）年の改正で支給開始年齢の60歳から65歳へ
の段階的引き上げが進行中、男子2025（R７）年、女子2030
（R12）年に完了。男子は1961（S36)年4月2日生まれ女子は
1966（41）年4月2日生まれ以降、65歳から支給となる。

⇒図5－14 支給開始年齢の引上げ

図5－14 支給開始年齢の引上げ
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図5－14　支給開始年齢の引上げ

①男性 ②女性 ① ①＋②
1953 1958 S28.4.2-S30.4.1 S33.4.2-S35.4.1 報酬比例部分 老齢厚生年金

老齢基礎年金

60 歳⇒ 61歳⇒ 65 歳⇒
1955 1960 S30 .4.2-S32.4.1 S35.4.2-S37.4.1 報酬比例部分 老齢厚生年金

老齢基礎年金

60 歳⇒ 62歳⇒ 65 歳⇒
1957 1962 S32 .4.2-S34.4.1 S37.4.2-S39.4.1 報酬比例部分 老齢厚生年金

老齢基礎年金

60 歳⇒ 63歳⇒ 65 歳⇒
1959 1964 S34.4.2-S36.4.1 S39.4.2-S41.4.1 報酬比例部分 老齢厚生年金

老齢基礎年金

60 歳⇒ 64歳⇒ 65 歳⇒
1961 1966 S36.4.2生まれ以降 S41.4.2-以降 老齢厚生年金

老齢基礎年金

60 歳⇒ 65 歳⇒

注：引き上げは2年ごと、女性は5年遅れ

②

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【１】老齢年金

③支給の繰り上げと繰り下げ

 本人の希望により、支給開始を60歳以上65歳未満に繰り上
げることができる＝0.5％の減額が一生続く。支給開始を65歳
以上70歳未満に繰り下げることができる＝0.7％加算。★5年
繰り下げれば0.7%☓12ヶ月☓5年＝42％ずつ毎月の年金額が
増額して支給される。2020（R4)4月から75歳までとなり、繰
り下げによる増額率は0.4％となるとか。

★75歳まで我慢すれば84%増になるが…お金のプロがあえて
｢66歳から年金受給｣をオススメする理由

｢繰り上げ受給｣でも年金額を増やす方法はある
https://president.jp/articles/-/57775?page=1
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第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【１】老齢年金

❷老齢年金の給付額

①基礎年金の給付額：40年加入で満額。2020（R2)年度では月
額6万5141円。加入期間が40年より短い、保険料免除期間があ
ればその分、減額。全額免除期間であれば、国庫負担相当額
（基礎年金額の2分の1＝月額3万2571円）。月額6万5141円の
根拠：1986（S6１）年の基礎年金制度の創設時の、高齢者の
基礎的消費支出（衣食住）を賄える金額（5万円）をベース
し、改定してきた。

②厚生年金の給付額：厚生年金加入期間について支払われる。
20年以上加入していた者が受給権を取得した時に生計を維持
していた65歳未満の配偶者または18歳未満の子がいる場合に
は加給年金が支給される。厚生年金の支給額＝加入期間の平均
標準報酬額の1000分の5.481(給付乗率）☓加入月数

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【１】老齢年金

＊平均標準報酬額：加入期間の平均標準報酬額の平均だが、過
去の低い賃金などは、現役世代の手取り賃金上昇率などで補正
している（賃金再評価）。

＊厚生年金額の設計：労働者が平均賃金を得て40年間厚生年
金に加入してきた片働き世帯をモデルにして、夫婦の年金の合
計（基礎年金2人分＋厚生年金）が現役時代の賃金に対する割
合（所得代替率）＝約6割となるように行われて来た。

＊2004（H16)年の改正で、マクロ経済スライドが導入され、
18.3％の保険料を固定、財政収支が均衡するように給付額が決
められるようになった。このため、年金水準は年々低下してゆ
くが、所得代替率50％を下回らないものとされている。

＊片働き世帯（専業主婦世帯）をモデル⇒女性の就業参加の増
加、両働き世帯が標準化。見直しが必要ではないか？

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【１】老齢年金

❸年金額のスライド

①年金改定の仕組み

新規裁定者（現役世代）は賃金スライド：名目手取り賃金変動
率に連動

既規裁定者（引退世代：すでに年金受給）は物価スライド：消
費者物価指数の変動を調整して実質価値を維持すれば良い。

★ただし、物価変動が賃金変動を上回る場合には、賃金変動に
合わせて、既規裁定者（引退世代：すでに年金受給）の水準を
調整する。

図5－15 年金額改定のルール

図5－15 年金額改定のルール
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図5－15　年金額改定のルール

・新規裁定者（新裁）は賃金変動、既裁定者（既裁）は物価変動で年金額改定が行われる。

・ただし、物価変動率＞賃金変動率の場合は、既裁定者（既裁）も賃金変動率で年金額改定が行われる。

（この部分は２０２１年（令和３年）４月から施行）

既裁

物価 賃金

新裁

既裁

物価 賃金

新裁

既裁

物価 賃金

新裁

既裁

物価 賃金

新裁

★要するに、
賃金変動主導。
ない袖は振れ
ない！

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【１】老齢年金

➁マクロ経済スライド

2014（H26）物価と賃金による改定率に対し一定の調整を行
う仕組みが導入される。

具体的には、現役世代の負担の上限を考えて将来の保険料率を
固定し、その中で給付と負担の均衡を図る。その際、調整期
間、年金額の伸びを上記の改定率よりも一定の調整率だけ差し
引いて改定する。

＊スライド調整率＝公的年金全体の被保険者の減少率（直近3
カ年の平均）＋平均余命の伸びを勘案した一定率（0.3）

図5－16 マクロ経済スライド

図5－16 マクロ経済スライド
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＋0.3

賃

金
（

物

価
）

物価【＋0.5％】

賃金【＋0.3％】 賃金の改定率【＋0.2％】

スライド調整率（＊）

【▲0.1％】

注【 】内は２０２０（令和２）年金改定の数字。

＊スライド調整率＝「公的年金全体の被保険者の減少率」（直近3カ年度の実績値の平均

値）＋平均余命の伸びを勘案した一定率（0.3）＝－0.1％

★要するに、
賃金変動主導。
ない袖は振れ
ない！＋人口
変動の要素
（スライド調整
率）を加えて、
さらに抑える。
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第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【１】老齢年金

❹在職老齢年金

 年金を受給しながら厚生年金の被保険者として賃金を得てい
る場合、厚生年金と賃金の調整を行う在職老齢年金制度がある
（基礎年金には影響しない）

①65歳以上の場合（高在老）の場合、総報酬月額（賃金）と
基本年金月額（厚生年金）の合計が48万円を超えると、年金
の一部（総報酬月額の増加２に対し年金月額1が減額）をカッ
トする制度。

②65歳未満の場合（低在老）の場合、総報酬月額（賃金）と
基本年金月額（厚生年金）の合計が28万円を超えると、年金
の一部（総報酬月額の増加２に対し年金月額1が減額）をカッ
トする制度。47万円を超えると、総報酬額が増加した分だけ
年金は支給停止になる。

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【１】老齢年金

❹在職老齢年金の続き

賃金と年金額の合計額が48万円を超える場合、48万円を超え
た金額の半分が年金額より支給停止されます（ただし老齢基礎
年金は全額支給されます）。また、70歳以降についても、平
成16年（2004年）改正により平成19年（2007年）4月から同
じ取扱いとなります（ただし保険料負担はありません）。

＊総所得が48万円以上あれば、厚生年金給付など意味なし？

図５－１７在職老齢年金制度による支給停止

47万円

37万円

10万円

厚生年金10万円の場合の例

（基礎年金は全額支給される）

厚生年金10万円の場合の

賃金と厚生年金の合計額

賃金と厚生年金の合

計が47万円を超える

と、年金の一部を

カット

賃金（ボーナス込み月収）

賃金と厚生年金の合計

図５－17
在職老齢年金制度による支給停止
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★要するに、
賃金＋厚生
老齢年金
☓0.5が４８
万円以上に
なれば、厚
生老齢年金
は支給停止
となる。

在職老齢年金の計算方法

○支給停止月額＝（基本月額＋総報酬月額相当額−48万円）
×0.5
○年金支給月額＝基本月額−（基本月額＋総報酬月額相当額
−48万円）×0.5

問題：〈例〉Ｂさん（会社員・64歳・男性）の場合

1956（昭和31）年４月２日生まれのＢさんは今年65歳になり
ますが、現在と同じ給与で継続して就労することになっていま
す。65歳からの老齢厚生年金基本月額16万ですが、Ｂさんの
総報酬月額相当額を48万円とすると、Ｂさんはどれくらいの
年金をもえるでしょうか。

在職老齢年金の計算方法

Bさんの65歳からの老齢厚生年金基本月額16万円で、

総報酬月額相当額月額給与＝48万円なので、

支給停止月額＝（16万円＋48万円−48万円）×0.5＝8万円

年金支給月額＝16万円−8万円＝8万円

Bさんの年金額は8万円で、就労収入と合わせて月額56万円の
収入となります。

★【在職老齢年金の計算】在職老齢年金の年金額と支給停止額
を年齢ごとに試算してみましょう。

https://www.kurassist.jp/nenkin_atoz/seido/zairou/zairou01
.html

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【１】老齢年金

❺旧共済年金

 公務員等の旧共済年金は2015（H27)年10月に厚生年金に統
合。旧共済年金は、厚生年金に加え年金払い退職給付」が支
給、民間の企業年金に相当。旧共済年金の職域年金部分（3階
部分）の代わり。有期年金と終身年金からなる積立方式年金、
別途徴収した保険料を財源。＊公務員になるのは年金目当て？

❻年金の支給と税制

 年金支給は2ヶ月に1度、偶数月。年金への課税は事実上、
拠出時・給付時ともに免税。拠出時（社会保険料控除）、事業
主の保険料は損金算入できる。給付時は雑所得として課税され
るが公的年金等控除があり、65歳以上は110万円（2020（R2)
年以降）が最低保障される。多くの年金受給者は課税されない
＊現役世代との公平性の観点から年金課税の強化を求める声もある？
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第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【２】遺族年金

❼その他、給付

①付加年金：国民年金には自営業者などの第1号被保険者を対
象とする任意加入の付加年金がある。月額400円の付加保険料
を納付すえば、200円☓保険料納付月数が支給される。物価ス
ライドなし。

②年金生活者支援給付金：2019（R1)年10月から、公的年金な
どの収入金額や所得が一定以下の者に年金に上乗せして支給す
る。65歳以上の老齢基礎年金の受給者で、同一世帯の全員が
市町村民税非課税である所得が一定以下の者、月額5000円を
基準に保険料納付期間等に応じた額が給付される（障害基礎年
金、遺族基礎年金にも同じ制度あり）。。

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【２】遺族年金

❶遺族年金の受給要件

①受給資格：年金被保険者や受給者が死亡した場合、生計を維
持されていた遺族に給付される年金（遺族への年金の振替）。

・死亡者の老齢年金の受給者か受給資格期間が25年以上あっ
た者の遺族に支給される。

・遺族厚生年金は1級・２級の障害厚生年金の受給権者にも支
給される。

・死亡日前日において保険料納付済み期間と免除期間をあわせ
た合計期間が被保険期間の３分の２以上あることが必要。特
例：死亡日の前日において、死亡日が含まれる月の前々月まで
の直近1年間に保険料の未納がなければ良い。

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【２】遺族年金

➁遺族の範囲：年金被保険者や受給者が死亡した場合に、生計
を維持されていた遺族で、年収が850万円以下の者であるが、

【遺族基礎年金】

１）配偶者（子どもと生計を同じくする場合に限る）、２）子
（18歳到達年度を経過していない者または20歳未満で障害年
金の障害等級１・２級の者）

【遺族厚生年金】

１）配偶者（子どもなしOK.夫は55歳以上で60歳から支給。差
別だ！）、２）子・孫（18歳到達年度を経過していない者ま
たは20歳未満で障害年金の障害等級１・２級の者、孫もOK！
３）父母・祖父母（55歳以上の場合、60歳から支給）もOK！ 

＊夫死亡時に30歳未満子どものいない妻は、5年の有期給付。

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【２】遺族年金

❷遺族年金の給付額

【遺族基礎年金】加入期間に関わらず定額で、満額の老齢基
礎年金と同じ。2020（R２）年度月額6万5141円。配偶者に子
がいる場合は加算される。

【遺族厚生年金】死亡した者の老齢厚生年金額の4分3 。被保
険者期間が25 年未満の場合は25年分保障される。

＊遺族厚生年金受給権者で、夫死亡時に40歳以上で、遺族基
礎年金の支給対象外（子どもがいない）妻には、65歳になる
まで中高齢寡婦加算がある。1956（S31)年以降に生まれた妻
には65歳以降、経過的寡婦加算が加算される。

＊年金改定の仕組みは老齢年金と同じ。遺族年金は非課税。

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【２】遺族年金

❸併給関係

配偶者が老齢厚生年金の受給権を取得した場合、配偶者本人
の老齢基礎年金に加え、老齢厚生年金を受給する。

ただし遺族厚生年金額は最大で①死亡した者の老齢厚生年金
の4分の３か、②配偶者本人の老齢基礎年金の2分の1までとす
るが、配偶者本人が老齢厚生年金をもらっている場合には、
それを超える差額分だけの支給。

＊児童扶養手当（父又は母と生計を同じくしていない児童が
いるひとり親家庭に対して、生活の安定と児童の福祉の増進
を図ることを目的として支給される手当）との併給について
は、2014（H26)年から、年金額が児童扶養手当額よりも低い
場合は、差額分を児童扶養手当として受給できる。

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【２】遺族年金

❹国民年金の独自給付：自営業者等の第1号被保険者のみを対
象とする。寡婦年金と死亡一時金がある。

【寡婦年金】第1号被保険者で納付期間が10年以上ある夫が
死亡した時に、十年以上異継続しえ婚姻期間があり。生計を
維持されていた妻に対して、60歳から65歳になるまでの間支
給される。年金額は夫の第1号被保険者期間だけで計算した老
齢年金額の4分の３。

【死亡一時金】第1号被保険者として36 ヶ月以上保険料を収
めた者が老齢基礎年金・障害基礎年金を受けないまま死亡し
た時、遺族基礎年金・障害基礎年金を受けないまま死亡した
時、遺族基礎年金の支給を受けられない遺族に支給される。
金額は保険料を収めた月数により、12万円から32万円まで。
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第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【３】障害年金

❶障害年金の受給要件

【受給資格】①障害の原因となった病気やけがについて、初
めて医師の診療を受けた日（初診日：20歳前や60歳以上－65
歳未満の年金制度に加入していない期間も含む）において、
②年金保険に加入している者が③初診日より1年6ヶ月経過し
た日（障害認定日。その間に疾病などが治った場合は、治っ
た日）において、法令により定められた障害等級表（1級・2
級）による障害の状態にある場合に支給される。

【受給資格期間】初診日の前々月までの年金加入期間の3分の
2以上について保険料が納付または免除されていること＊特
例：初診日のある月の前々月までの1年間に保険料の未納がな
い場合。20歳前の年金制度に加入していない期間に初診日が
ある場合「20歳前障害による障害基礎年金」が支給される。

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【３】障害年金

【障害の範囲】

①外部障害

  眼、聴覚、肢体（手足など）の障害など

②精神障害

  統合失調症、うつ病、認知障害、てんかん、知的障害、
発達障害など

③内部障害

  呼吸器疾患、心疾患、腎疾患、肝疾患、血液・造血器疾
患、糖尿病、がんなど

第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【３】障害年金

❷障害年金の給付額

【障害基礎年金】加入期間にかかわらず定額、2級は満額の老
齢基礎年金と同額。（2020（R2）月額6万5141円、1級は2
級の25％増。子ども（18歳未満また20歳未満で障害年金1級
または2級の者）がいる場合は加算。配偶者加算はなし。

【障害厚生年金】2級の場合は被保険者期間の年数で計算した
老齢厚生年金と同額。被保険者期間が25年に満たない場合
は、25年分が保障される。1級は2級の25％増。1級または2級
の障害厚生年金には、配偶者加算があり、受給権者により生
計が維持されている65歳未満の配偶者が対象となる。3級が
あり、金額は2級と同じ（ただし最低保障額58万5100円）で
あるが、配偶者加算はなし。＊【障害手当金】傷病が治った日にお
いて一定の障害がある場合に2年分の年金額が一時金として支払。

障害年金の等級の意味？

 障害の程度によって3段階、重い方から1級、2級、3
級の順番で、年金の額も障害の重さに比例。

【1級:】他人の介助を受けなければ日常生活がほとんど送れない。入院や在
宅介護を必要とし、活動範囲がベッド周辺に限られる。

【2級】必ずしも他人の助けは必要ないが、日常生活を送ることが困難。働
くことは難しく、活動の範囲が家や病院内に限られる。

【3級】日常生活に支障は少なくても、働くことに制限を受ける。

【障害手当金(障害厚生年金のみ一時金) 】働くことに制限を受けていて、
症状が固定している状態

★「障害基礎年金」には3級がないので、3級に該当する場合は障害
厚生年金のみ支給される。

★障害者手帳の等級とは必ずしも一致しない。障害者手帳を持って
いても、申請・判定を受ける必要あり。
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第3節 年金制度の概要
3. 年金の給付
【３】障害年金

★障害年金には所得制限はないが、「20歳前障害による障害
基礎年金」については、本人が保険料を納付していないこと
から所得制限が設けられていて、本人所得が一定額を超える
場合は一部または全額が支給停止となる。

★年金改定の仕組みは老齢年金と同じ。障害年金は非課税。

障害基礎年金の年金額（2022年度の額）

●障害基礎年金の年金額（2022年度の額）

1級：老齢基礎年金満額×1.25＋子の加算額 2級：老齢基礎
年金満額（777,800円【月額 6万4816円】）＋子の加算額＊
子の加算額：1人（223,800円【月額１万8650円】）☓人、3
人目以降：1人74,600円【月額6216円】（年額）

●障害年金生活者支援給付金＊：以下の支給要件をすべて満
たしている人が対象となる。①障害基礎年金の受給者である
こと②前年の所得が472.1万円以下であること。給付額は、以
下の通りである。（2022年度の額）

  障害等級１級 ･･･6,275円（5,020円×1.25）（月額）

  障害等級２級 ･･･5,020円[11]（月額）

＊2019（R０）年10月から消費税を財源に導入
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障害厚生年金の年金額（2022年度の額）

１級: 報酬比例の年金額× 1.25  + 配偶者の加給年金額
（223,800円【月額1900円】））

２級:報酬比例の年金額 + 配偶者の加給年金額（223,800円
【月額1900円】）

３級:報酬比例の年金額。ただし、障害基礎年金（2級）の4
分の３の額を最低保障額とする（583,400円【月額4万8616
円】）

「年収の壁」
パートやアルバイトの給与所得には、どのような「壁」があるか？

【１００万円の壁】住民税の課税対象となる。＊自治体により異なる。

【１０３万円の壁】所得税の課税対象となる。

【１０６万円の壁】「勤務先の従業員数が１０１名以上」「週の所定労働
時間が２０時間以上」「賃金の月額が８万８千円以上」「２カ月を超えて
勤務する見込み」「学生ではない」の全要件を満たすと、配偶者などの扶
養からはずれて、社会保険料（厚生年金保険料）の負担が発生

【１３０万円の壁】106万の要件なし社会保険料の負担が発生

【１５０万円から２０１万円の壁】配偶者控除の対象でなくなり、「配偶
者特別控除」が適用。年収が上がるほど控除額が段階的に減少し、主たる
家計支持者の所得税と住民税負担が増える。年収がおよそ２０１万円を超
えると控除はゼロになる。

★覚え方のコツ、100万超すと年収の壁、なぜ３の倍数、3万、6万、30
万、150万円。201万円を越せば、国民負担は避けられない！

出典：北海道新聞 2023年8月15日 朝刊 13面 くらし ＜おうちの経済＞
年収の壁 待たれる解消策 金子賢司

次週

次回は

10月18 日【厚生年金制度の概要】目的、
対象、給付の種類、年金の種類、費用負
担の最終回

第5章第3節年金制度の概要（4）年金財
政（５）企業年金と個人年金（６）最近
の改正と課題 p.178-194 
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